




























































 

 

令和 4 年度山都町給与条例改正方針（案） 

 

 

 

 

 

 

 

１ 給与改定の考え方 

◆国：人事院による民間給与との比較 

◆県：人事委員会による民間給与との比較 

◆本町（人事委員会を置かない地方公共団体）：地方公務員法第１４条（情勢適応

の原則）、第 24 条第 2 項（均衡の原則）による判断 

 

２ 給与改定 

◆給料表 

・初任給は、高校卒業者で４，０００円、大学卒業程度で３，０００円引き上げ、若年

層の職員が在職する号俸について所要の改定 

・他の給料表も行政職給料表との均衡を基本に改定 

◆期末勤勉手当 

・国及び周辺自治体の動向を踏まえ、引上げ 年間 4.30 月分→4.40 月分 

 ６月期 １２月期 

R4 年度  期末手当 

      勤勉手当 

1.20 月(支給済み) 

0.95 月（支給済み） 

1.20 月（改定なし） 

1.05 月（現行 0.95 月） 

R5 年度  期末手当 

      勤勉手当 

1.20 月 

1.00 月 

1.20 月 

1.00 月 

・特別職（町長・副町長・教育長）の期末手当を、一般職の職員に準じて引上げ 

年間 2.55 月分→2.6 月分 

 

●国の俸給表に準じて、給料表の水準を引上げ（R4.4.1 適用） 

【初任給及び若年層を対象に平均 0.3%引上げ】 

 

●国及び周辺自治体の動向を踏まえ、職員の勤勉手当を 0.1 月、特別職

（町長・副町長・教育長）の期末手当を 0.05 月分引上げ（R4.12 月期適

用） 

資料 


